
農山漁村の現状と課題、これまでの農林水産省の対応

○ 我が国は、高齢者の引退等による農業者の大幅な急減に直面。このような中で、食料安全保障を確保するには、農業の生産
性向上や持続可能性の両立に加え、農山漁村のコミュニティ維持が不可欠。今後、これらの課題を踏まえ、「食料・農業・農村
基本計画」を策定。

○ 集落の総戸数が９戸以下となると、農地の保全等の集落活動が急激に低下するが、山間地域における総戸数が９戸以下の
集落の割合は2020年と2000年を比較すると2.3倍に増加するなど、中山間地域において農山漁村のコミュニティの維持が懸念
される。

〇 このため、農林水産省としては、関係府省庁と連携しつつ、国の職員が自治体に足を運び地域の取組を支援する「デジ活」中
山間地域や地域の多様な主体による農村型地域運営組織（農村RMO）形成の支援等を実施。
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資料︓農林⽔産政策研究所「⽇本農業・農村構造の展開過程-2015年農林業センサスの総合分析-」
（2018年12⽉）

総戸数が９戸以下の農業集落の割合

資料︓農林⽔産省「農林業センサス」

現在の対応状況
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「農山漁村」経済・生活環境創生プロジェクト

○ 人口減の要因として自然減が社会減を上回っていることから、今後、農山漁村の関係人口の増加を目指し、民間企業、教育

機関、金融機関等多くの関係者を巻き込む官民共創の仕組みも活用し、農山漁村における地方創生に取り組むことが必要。

○ このため、来年２月に、現場で案件形成を図る「『農山漁村』経済・生活環境創生プロジェクト」を創設し、関係府省庁、地方公

共団体、郵便局、民間企業、教育機関、金融機関等が参画するプラットフォームを立ち上げ、地域と企業のマッチングや連携

の在り方を議論したいと考えている。

〇 このプロジェクトと並行して、農村RMOや特定地域づくり事業協同組合等による地域課題の解決に向けた取組や、農山漁村

が女性・若者に選ばれるための地域拠点の整備等についても検討し、成果については農林水産省の職員が率先して自治体に

足を運び、施策立案等を助言するなど取組の普遍化を促進したいと考えている。

デジタル
活⽤

「農⼭漁村」経済・⽣活環境創⽣プロジェクト（２⽉にキックオフ）

「農⼭漁村」経済・⽣活環境創⽣
プラットフォーム

（⺠間企業は各課題に応じて参画）

④外部企業との案件形成に向けた
⺠間資⾦・⼈材の確保 農⼭漁村での官⺠共創

物流網の維持・確保

通いによる農林⽔産業への参画
コミュニティ維持

副業⽀援

「デジ活」中⼭間地域
デジタル技術による社会課題解決・地域活性化

(IT企業等との連携)

⼈の
呼込み

①通いによる農林⽔産業への
参画・コミュニティ維持

②農⼭漁村を⽀える
官⺠の副業促進

(地元企業等との連携)

物流網の
維持・確保 ③市街地と農⼭漁村間における物流網の維持・確保 (郵便局・物流事業者等との連携)

秋⽥県にかほ市での農村RMOの取組事例

農地の保全活動

地域交流活動
年間約500名が宿泊

週１回のマルシェ開催
地域の憩いの場

にかほ市の元地域おこし協⼒隊員が、
地域⾏事や⼀次産業が体験ができる
宿としてゲストハウスを創業し、地域の
⽅々と⼀体となって「農地を守り」「外
貨を稼ぎ」「暮らしを残す」取組を実践。



「農山漁村」経済・生活環境創生プロジェクトの推進方策（案）

○ 農山漁村の現場で案件形成を図る「『農山漁村』経済・生活環境創生プロジェクト」を進めるため、関係府省庁、地方公共団

体、郵便局、民間企業、金融機関、教育機関等が参画するプラットフォームを２月初旬に発足させ、地域と企業のマッチング

方法など関係者間の連携の在り方を議論。

〇 このプラットフォームには、テーマごとに関係府省庁、地方公共団体、企業等からなる専門部会を設け、案件形成を進める

上で参考となる事例の収集や手引きの作成等を行っていきたいと考えている。

〇 地方創生に係る基本構想の策定に向けた議論を注視しながら、専門部会での議論を重ね、取りまとめてまいりたい。

④ 外部企業との案件形成に向けた⺠間資⾦・⼈材の確保

② 農⼭漁村を⽀える官⺠の副業促進

① 通いによる農林⽔産業への参画・コミュニティ維持（地元企業等との連携）
〇 都市部や市街地の企業のCSV活動や研修等による、
持続的な農⼭漁村への社員の派遣を活性化
〇 農⼭漁村における⼈材の受⼊れ組織・体制の構築
〇 ⼆地域居住者の参画

〇 副業を促進するための環境整備
（規定の整備や企業価値の向上）

〇 農⼭漁村を⽀える⼈材、財源を確保するため、
農林⽔産業・農⼭漁村における社会的インパクトを可視化
〇 地域活性化起業⼈、地域おこし協⼒隊、
特定地域づくり事業協同組合制度等の活⽤
国家公務員による出向・現地フォローアップ制度の活⽤

③ 市街地と農⼭漁村間における物流網の維持・確保
（郵便局・物流事業者等との連携）

〇 ⼀般の郵便物・貨物と併せて、
⾷品や⽇常品を農⼭漁村の拠点に配送する仕組みを構築
〇 農⼭漁村から市街地に新鮮な農産物等を配達する仕組みを構築

郵便局・物流事業者等と連携し、以下の取組を実施

〇 プラットフォームにおける検討テーマと今後のスケジュール

・ 12⽉ プロジェクトの⽴ち上げ

・ １⽉ メンバー募集

・ ２⽉初旬 シンポジウム開催 （キックオフ）

夏前まで 各テーマにおける議論のとりまとめ

各テーマ毎に専⾨部会を⽴ち上げ議論

〇 スケジュール


